
地域資源を活用した南三重の活性化にむけて

Activation of Minami Mie using regional resource 

渡邊 明 1

Ak江a Watanabe 

．
 

ー はじめに

現在展開している中部電力との研究では、

そのコンセプトを「20世紀の延長線上にな

い、 21世紀型の若者を育てる」「20世紀の

延長線上にない、 21世紀型の産業構造を考

える」というところに求めている。 USTに

よる動画配信や SNSの代表的存在である

システムとネットワーク

トシステム
有機体モデル

有限の要素

全体への統合

境界がある

，ネットワーク

分散したノード（節）

水平に結合

出入り自由
（オープン・ネットワーク）

mixiを利用して非公開のコミュニティを開

設し、個々の講座の内容を議論する場所を

インターネット上に設定する。こうするこ

とでネットワークの経済性を利用して「創

発」を引き出そうとしている。

シナジー効果が主として支配する領域
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創発的効果が発揮できる領域

~ 
この部分を認識して産業政策を

作らないと今後の産業政策とし

ては効果がない。 ． 
注：井上・林・渡邊編著『ユビキタス時代の産業と企業JI政務経理協会の作成過程で議論したペーパー

研究の発想の原点

我々の研究のスタートは、以下の共通認

識によっている。

津以南の高速が無料になったことを
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受けて、三重県南部のシナジー効果を

高めるためには、バッティングしない

ブランド商品が必要になる。そのため

には、国の認定した地域資源を生かし

た「商品づくり・物語づくり」が必要

になる。

観光資源や財源が乏しい三重県南部

の地域振興を実現するための足がか

りとしては、食によるブランド化が一

番効率的であるとの認識。 このため、

南伊勢町で現在の実績を積み重ねる

と共に、紀北・大紀町においては住民

を中心に新たな食品開発を冷凍機や

燻製機などを活用し先行させる。

経産局の「広域的地域ブランド創作事

業」と協働し、南伊勢・紀北・大紀町

ー 三重大学名誉教授 Emeritus Professor, Mie Univ. 
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にも多方面からのアプローチも考え

ていく。

近年、企業規模や業種、地域により景

況に格差が見られるなか、地域の活性化

を図るためには、地域経済の中核をなす

農林漁業者や中小企業者の活性化を図る

ことが必要である。このため、農林漁業

者や中小企業者が有機的に連携し、互い

【農商工学連携のスキーム】

の経営資源を有効活用することで、新商

品・新サービスの開発や販路開拓等を促

進することが重要になる。この点を踏ま

え、農林水産省と経済産業省が連携して、

農林漁業者と中小企業者のつながりを応

援し、それぞれの強みを発揮した事業活

動を促進するための措置を講ずることと

なった。

我々は、農商工学連携の手法からの地域おこし方策として、この部分の政策を考えている。

第 1次産業と第 2次産業の融合

—l -~-
付加価値の付l:t方を裟計する．，

■1 -----

ー！～―-一付加価値の付 1ブ方を設計する，

● ’ ---_".SP 規模の経済性の追求¢

----"""':"-'.......-
産業構造の変化を説んだ創発的

なスキームの設計4

ネットワークの経済性の追求¢

第 2次産業と第 3次産業の懃合

■I -------直の付け方を設i

■1 --→ビー

シナジー効果しか期待できな

いが、設計せざるをえない。 令＇

先進事例の研究と応用が必要+

範囲の経済性の追求¢

3 A食品（株）とコラボした新商品開発

～コンセプトは、食品廃棄率の改善と老化防止及び健康維持食品の試作～

我々は、政策ミックスの実践を以下の内 業のプロダクト・ミックスが成立せず、商

容で行っている。これなしでは、個々の企 品構成が貧素になるからである。

政策ミックス

① 大量生産的発想もだいじである ◄ 今までの発想（価格変動に弱い）

② 特定なターゲットを狙い付加価値ある大量生産~ 新しい発想（価格変

動に強い）

③ 特定なターゲットを狙った少量生産←ー更に新しい発想（価格変動には決定

的に強い）
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②③の政策を実践するためには、環境適

応が速く、腕のいい料理人と栄養士が相当

数存在する企業の協力を仰いだ。

国崎の「アワビ研究会おべん」

カン社の冷凍機を使った商品開発をA食品

及び渡邊との間で考えることになった。そ

の場合、経済産業省と農林水産省の実施し

ている施策の地域資源活用プログラムと農

商工連携の事例を徹底的に研究し融合して

とテクニ

いこうということに主眼をおいた。将来的

には、国・県・漁連・漁協の政策に即した

活動になるが現時点では成功例を作ること

が先決であると考えた。

その場合、県全体のビジョンづくりの前

段階として以下のようなデザインとすばや

い実行が必要であると言う共通認識を中部

電力と渡邊とは確認している。

付加価値商品

我々の提案している

政策ミックス②③成

功事例を作っていく

成功事例を作って来年度にはここまで持っていく

農商工連携をやっ

ていくときの必要

な機材や問題点を

調べ上げる

ーに二L
これの成否がビジ

ョンをまとめてい

くときの鍵になる

二

インターセクター・ディスカッションを

行いながら展開している我々の活動は、マ

スコミでもとりあげられ各方面から協力の

申し込みがある。その提案を受けて新しい

研
究
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コラボレーションのプロジェクトが走り始

めている。小規模なプロトタイプを作って

大きなビジョンに昇化させないと戦略は失

敗してしまうのがシステム論の常識である。

そのため、以下のような商品群を作って、

伊勢神宮ネットワークに流して実験してい

る。

1すくな南瓜米麺

関溢釘孟芦 閥 侶芦 芸霜震累唸南瓜

女すくな南11l未麺は南瓜を簾工する際に出る編材を原料に粉末化して未麺に使用する。
女南・11lは昔からポケ防止に役立つと言い伝えがある。

すくな南瓜米麺1:::.トマトソース。（パスタ）

；芦~ヅソぽ震園 1::~=:;; 雰~~麿！用したトマトソース

伝統野菜のすくな南瓜を微粉末にして果宜ハツシモ100%の米粉に混 込み米麺にした。

女トマトソースは、伍物の規格外の物を使用する。
女トマトには、リコピンが多く含まれ、抗酸化作用により老化防止に役立つ。

米船レイク・ルイー
枝豆
養老山麓豚

女岐阜梨査の枝豆を使用

枝豆のクリームバスタ

岐阜．果査ハツシモ100%使用の米麺
岐阜の特産品。岐阜果産を使用
養老山麓豚のパンチェッタをトッピン

女食竹炭は、便遍改善、棧建物の消臭効果があり、介護者の負担軽減に役立つ
女食竹炭は、潟詣血症9こ効果があり健康維持に役立つ

食竹炭米麺に、アオサのつゆ（そば）

魯五梵品重県） 1は認
地元大垣の食材と三重県の食材のコラポ

女立体型わさび栽培の為、 JII虫の被害を防ぐことが出来る。
女大垣の地域資源の地下水（通年13°C詢後）割造の泉を使用し、わさび栽培に適した
水温で栽培されている。

女わさびの茎は安価で殺菌作用Jまがん作用がある。
女あおさは、食物繊維、カルシウム、ビタ~Aが豊富に含まれている。

食竹炭米麺に、カレー（うどん）

まるrtんミート ― 一 渾騨牛すじ

飛騨牛の牛すじを使用し、カレ一うどん風に

女牛筋は油抜きをして長時問煮込むことで柔らかく、コラ-.J.j-ンたっぷりで美容に良い
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います。

農商工連携の

観点から食品廃

棄率の改善と老

化防止及び健康

維持食品の試作

を行っていま

す。



3. 鮪米麺パスタ
米麺）レイク・ルイー→
覺斗鯉保存会

女髪斗鮫を作る際にでる端材を粉末化し米麺に練りこんだ

米麺）レイク・ルイーズ
髪斗鰹保存会

麒米麺に、鰹の肝ソース（パスタ）

岐阜県産ハツシモ100%使用の米麺
伊勢神宮に納めた髪斗鮪の肝

この商品をメ

インに伊勢神宮

奉納を行う。 ．
 

女髪斗鮨を作る際にでる鮨の11fを使用した11fソース

米麺）レイク・ルイーズ
東海スチール工業株式会社

鮨米麺のざるそば

岐阜県産ハツシモ100%使用の米麺
芭蕉水わさび

研
究
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女堕斗鮨の米麺をシンブルにざるそば風に • 
4
 

介護食事業のデザインと南三重の開発

近年の少子高齢化の進行により、日本の

高齢者人口の割合はますます高まっている。

世界保健機関(WHO)の分類によれば、総人

ロに占める 65歳以上の高齢者の比率によ

って、①7%以上 14%未満は「高齢化社会」、

② 14%以上 21%未満は「高齢社会」、③21% 

以上は「超高齢社会」に分けられている。

特に日本は高齢化のスピードが速く、

1970年に高齢化社会となってから 94年に

高齢社会となるまでの年数は、 24年と世界

各国の中でも特筆すべき短期間となってい

る。

欧米諸国において高齢化率が 7%から

14%になるまでに要した年数は、フランス

114年、スウェーデン 82年、アメリカ 69

年（推定）、イギリス 46年である。高齢社会

が進むにつれて、高齢者の「食」の重要性

が高まってくる。高齢化に伴う歯の喪失や

噛むカ・礫下能力の低下に対し、食事も対

応が迫られている。また高齢者は何らかの

疾病を持つ人が多く、病院に入院して医師

の処方による「治療食」が必要になる場合

もある。さらに老人ホームなどの施設で暮

らす高齢者にとっても、「食」の問題は避け

て通れない問題である。現在、要介護高齢

者は 300万人、 2010年には 400万人、 2025

年には 500万人を超える推計になっている。

高齢者の「食」のニーズは高齢者の増加

とともにさらに高まり、市場も大きくなる

ことが推定される。高齢者の「食」は、

ジネスの面でもますます注目を集めること

は間違いないと言える。

介護ビジネスの市場規模は、『図解革命！

業界地図最新ダイジェスト 2009年版』（高

橋書店）では、介護サービス業界の業界規

模は 5兆 8,743億円とされている。また、

『最新業界地図がまるごとわかる本 2008

年度版』（高橋書店）によれば、介護サービ

ス業界について「市場規模は 10兆円ともい

われる」

．
 

ビ

と記されている。
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介護給付・予防給付の総件数、総費用額、

総支給額等および介護保険の要介護（要支

援）者認定数については、過去数年分のデ

ータが厚生労働省 HP内の介護保険事業

状況報告に掲載されています。介護保険事

業状況報告（全国計）（平成 19年度版）に

よれば、介護給付・予防給付の総件数は 1億

153万9,884件、費用額は6兆4,457億6,919

万 1千円、総給付費（費用額から利用者負

担分を除いた額）は 5兆 8,368億 6,819万

4千円である。また、要介護（要支援）認

定者数は 440万 1,363人である。この他、

サービス業基本調査報告 （平成 16年版）

によれば、「老人保健・介護事業」の会社の

総収入額は 3,422億 9,800万円、個人事業

所の総収入額は 8,700万円となっている。

同報告では、老人保健・介護事業の事業所数

は 1万 7,002箇所、従業者数は 61万 7,638

人（うち常用雇用者数が 58万 420人）で

ある。

なお、福祉用具関連産業の市場規模につ

いては、日本福祉用具•生活支援用具協会

HPに掲載される 2008年度福祉用具産業市

場規模調査の結果の概要によれば、 2008年

度の福祉用具産業の市場規模は 1兆 1,921

億円である。

最近の動向としては、『日経産業新聞』（日

本経済新聞社 日刊） 2010年 1月 22日号

で介護食市場を取り上げている。現在、介

護食は、毎年 1割強のペースで伸びており、

調査会社富士経済では、 2009年の市場規模

を 148億円と予測している。

我々の今後の研究ターゲットは、大量生

産の可能な介護食市場に向けた事業のデザ

インである。

5 おわりに

SCM (サプライチェーン・マネジメント）

とは、主に製造業や流通業において、原材

料や部品の調達から製造、流通、販売とい

う、生産から最終需要（消費）にいたる商

品供給の流れを「供給の鎖」（サプライチェ

ーン）ととらえ、それに参加する部門・企

業の間で「青報を相互に共有・管理すること

で、ビジネスプロセスの全体最適を目指す

戦略的な経営手法、もしくはそのための情

報システムであると定義されている。

企業にとっての具体的な目的は、納期短

縮・欠品防止による顧客満足の向上、流通

在庫を含む在庫・仕掛品の削減によるキャ

ッシュフローの最大化などが挙げられる。

我々の場合は、これに加えて廃棄物とも思

えるものを回収• 利用して食の安心• 安全

のスキームで付加価値をつけていく創発効

果の構築に向けた SCM研究がある。 SCM

というコンセプトの根幹には、サプライチ

ェーンの鎖の 1つ 1つ（サプライヤ）の個

別最滴ではなく、 “全体最適”を図るとい

うことがある。最終需要や販売力が弱いの

に、製造単価を下げるためといって生産量

を増やしても不良在庫を増やすことになり、

逆に強力な販売網を構築しても、部品不足

や生産計画の不備により商品供給ができな

ければ販売機会を喪失することになる。こ

の無駄をいかに解消するのかが今後の

SCM研究のテーマである。
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SCMのための仕組みの構築へ向けて

［農商工連携概念図】

達の団助胡

麻豆腐を中

心に数社

所

出塾」 の勉強

会の参加企業

魚の粉砕技術

を持つ業者．
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究
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※太い線は伊勢神宮奉納ネット

※このネットに入れる企業は神宮に奉納した者のみ。 これを幾つ作れるのか？？

これが活性化のポイントとなる。

作成：渡邊研究室
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